
        
  



2 

ごあいさつ 
 

 

 

香美市では、「障害のある人もない人も、一人ひとりの人格と個性を尊重し

合う、共生のまち・香美市の実現」をめざし、従前からの課題と前期計画期

間で見えてきました新たな課題、国の制度改正の趣旨や計画の進捗状況を踏

まえ、本計画を策定いたしました。 

また、平成 18 年 4 月の「障害者自立支援法」の施行以降、障害者福祉に

関する法は、障害のある方の社会参加の推進のために、制定・改正を繰り返

してきました。その一方で、保護者や障害当事者の方の高齢化、地域福祉の

課題の複雑化、複合化は深刻であり、障害のある方を取り巻く環境も日々変

化しています。 

こうした状況において、本計画は、第１次障害者計画の基本理念「ノーマラ

イゼーション」とテーマ「完全参加と平等」を継承しつつ、第２次障害者計画

からの基本理念に則り、「障害のある人もない人も、一人ひとりの人格と個性

を尊重し合う、共生のまち・香美市の実現」に向けて、当事者の声を傾聴し、

時代とニーズに即した支援を実行するために、新たな指針を定めたものです。 

本計画の策定にあたりましては、香美市障害者自立支援協議会、関係団体の

皆様、市民の皆様から多大なご協力をいただきましたこと、心から感謝申し上

げます。 

皆様から賜りましたご意見を礎とした本計画を枢軸に、障害のある方もない

方も共にいきいきと暮らせるまちづくりを推進して参りますので、市民の皆様、

関係者の皆様には引き続きのご理解とご支援をお願い申し上げます。 

 

 

令和６年３月 

香美市長  依光 晃一郎   
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（年度） 

 

 

 

   

身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」

と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁（障害がある者にとって日常生活または

社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの）

により継続的に日常生活または社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの 

)
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相談しやすい体制をつくるためにどのようなことが必要だと思うかについてみると、「信頼できる相談者が

いる」が 47.7％と最も高く、次いで「曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれる」が 35.6％、「身

近な場所で相談できる窓口がある」が 34.3％となっています。 

年齢別にみると、[60～69 歳]では「曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれる」「信頼できる

相談者がいる」、［80 歳以上］を除く、その他の年齢では「信頼できる相談者がいる」が最も高くなっていま

す。 

障害種別にみると、[発達障害]では「曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれる」「信頼でき

る相談者がいる」、その他の区分では「信頼できる相談者がいる」が最も高くなっています。 
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外出の頻度についてみると、「毎日」が 28.7％と最も高く、次いで「週３～４日くらい」が 18.1％、「週１～

２日くらい」が 15.7％となっています。 

年齢別にみると、、[20～29 歳]では「毎日」「週５～６日くらい」、［18～19 歳］、［80 歳以上］を除く、そ

の他の年齢では「毎日」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[高次脳機能障害]では「週５～６日くらい」「週３～４日くらい」「ほとんど外出しない」、

［難病］［発達障害］を除く、その他の区分では「毎日」が最も高くなっています。 
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何のために外出するかについてみると、「買い物」が 74.1％と最も高く、次いで「通院」が 64.4％、「仕

事」が 27.8％となっています。 

年齢別にみると、[40～49 歳]では「通院」「買い物」、[50～59 歳]は「通院」、［18～19 歳］、［80 歳

以上］を除く、その他の年齢では「買い物」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[精神][難病]では「通院」「買い物」、［高次脳機能障害］を除くその他の区分では

「買い物」が最も高くなっています。 
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外出するときに困ったり不便に感じたりすることについてみると、「特にない」が 35.6％と最も高く、次いで

「公共交通機関の利用が不便」が 22.2％、「経費がかかる」「介助者がいないと外出できない」が 17.6％

となっています。 

年齢別にみると、[20～29 歳]では「公共交通機関の利用が不便」、[30～39 歳]では「経費がかかる」、

その他の年齢では「特にない」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[身体]では「特にない」、[精神]では「公共交通機関の利用が不便」、[発達障害]

では「公共交通機関の利用が不便」「介助者がいないと外出できない」、その他の区分では「介助者がい

ないと外出できない」が最も高くなっています。 

 

◆

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・山田駅へのエレベーター設置 

・将来的に自力で移動が難しくなることを踏まえた市内外で

の福祉タクシーなどの整備 
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家
族
の

だ
ん
ら
ん

　
家

庭
の
や

す
ら
ぎ

気
の
合

う
友
達
や

仲
間

が
い
る

仕
事
を

持
っ

て
い

る

楽
し
め

る
趣
味
や

ス
ポ
ー

ツ
を

持
っ

て

い
る

学
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や

教
養
を
高

め
る

た
め
の

活
動
を

行
っ

て
い

る

ボ
ラ
ン

テ
ィ

ア
や

地
域

の
活
動

に
参
加

し
て
い
る

そ
の
他

特
に
な

い

不
明
・

無
回
答

  39 .4     28.7     18.1   33 .8       1.9       2.8       9.7     23.1       5.6

単位：％

 全体（n=216）

 身体（n=151）   43 .7     27.8     17.9   31.8       2.0       2.6       8.6     25.2       4.0

 療育（n=54）     20.4   31.5     18.5   40.7        0.0       3.7     11.1     14.8       9.3

 精神（n=37）   32 .4     24.3       8.1   32.4       2.7        0.0     16.2     27.0       8.1

 難病（n=21）   33 .3     23.8       4.8   38.1        0.0        0.0       9.5   33.3       4.8

 発達障害（n=22）   36 .4       9.1     13.6   31.8        0.0       4.5       9.1     27.3       4.5

 高次脳機能障害（n=3）        0.0        0.0        0.0        0.0        0.0        0.0        0.0  100.0        0.0

障

害
種
別

生きがいについてみると、「家族のだんらん 家庭のやすらぎ」が 39.4％と最も高く、次いで「楽しめる趣

味やスポーツを持っている」が 33.8％、「気の合う友達や仲間がいる」が 28.7％となっています。 

前回と比較すると、「家族のだんらん 家庭のやすらぎ」「楽しめる趣味やスポーツを持っている」「特に

ない」人の割合が増加し、「気の合う友達や仲間がいる」人の割合が大きく減少していることがわかります。 

障害種別にみると、[身体][発達障害]では「家族のだんらん 家庭のやすらぎ」、[精神]では「家族のだ

んらん 家庭のやすらぎ」「楽しめる趣味やスポーツを持っている」、［高次脳機能障害］を除く、その他の

区分では「楽しめる趣味やスポーツを持っている」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.4 

28.7 

18.1 

33.8 

1.9 

2.8 

9.7 

23.1 

5.6 

37.2 

38.9 

22.5 

28.5 

3.4 

3.7 

7.4 

21.5 

6.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0

家族のだんらん 家庭のやすらぎ

気の合う友達や仲間がいる

仕事を持っている

楽しめる趣味やスポーツを持っている

学習や教養を高めるための活動を行っている

ボランティアや地域の活動に参加している

その他

特にない

不明・無回答
今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

(％)
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一

般
就
労
し

た
い

一

般
就
労
は

希
望
し

な
い

わ

か
ら
な
い

不

明
・
無
回

答

  18.3   62 .0     15.5       4.2

 20～29歳（n=6）   33 .3     16.7   50 .0        0.0

 30～39歳（n=7）   71 .4   28 .6        0.0        0.0

 40～49歳（n=10）     20.0   30 .0   30 .0     20.0

 50～59歳（n=12）     16.7   58 .3   25 .0        0.0

 60～69歳（n=12）     8 .3   91 .7        0.0        0.0

 70～79歳（n=21）        0.0   85 .7     9 .5       4.8

 80歳以上（n=2）        0.0  100.0        0.0        0.0

 身体（n=37）   10 .8   81 .1       5.4       2.7

 療育（n=31）   25 .8   48 .4     19.4       6.5

 精神（n=14）     14.3   50 .0   35 .7        0.0

 難病（n=4）        0.0  100.0        0.0        0.0

 発達障害（n=10）     10.0   60 .0   30 .0        0.0

 高次脳機能障害（n=1）        0.0  100.0        0.0        0.0

単位：％

 全体（n=71）

年
齢

別

障
害
種
別

一般就労への意向についてみると、「一般就労は希望しない」が 62.0％と最も高く、次いで「一般就労

したい」が 18.3％、「わからない」が 15.5％となっており、前回調査と比較すると「一般就労は希望しない」

が増加していることがわかります。 

年齢別にみると、[40～49 歳]では「一般就労は希望しない」「わからない」、［20～29 歳］、［30～39

歳］を除く、その他の年齢では「一般就労は希望しない」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、いずれの区分においても「一般就労は希望しない」が最も高くなっています。 
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23.7 
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6.4 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

今回調査

（n=71）

前回調査

（n=156）

一般就労したい 一般就労は希望しない わからない 不明・無回答

(％)
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希望する仕事に就くうえで、必要だと思う配慮についてみると、「障害の状況に合わせ、働き方（仕事の

内容や勤務時間）が柔軟であること」が 46.8％と最も高く、次いで「職場内で障害に対する理解があるこ

と」が 45.8％、「通勤や移動に対して、配慮や支援があること」が 31.0％となっています。 

前回と比較すると、「障害の状況に合わせ、働き方（仕事の内容や勤務時間）が柔軟であること」と「職

場内で障害に対する理解があること」の順位が入れ替わっていますが、概ね上位の項目は同じ傾向がみ

られます。 

 

 

 

45.8 

46.8 

24.5 

31.0 

19.4 

14.4 

27.3 

25.9 

3.2 

12.5 

23.6 

46.0 

43.0 

22.1 

26.8 

18.8 

13.4 

22.1 

24.5 

3.7 

14.4 

26.5 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0

職場内で障害に対する理解があること

障害の状況に合わせ、働き方（仕事の内容や勤務時間）が

柔軟であること

就業に対する相談支援体制が充実していること

通勤や移動に対して、配慮や支援があること

障害者向け求人情報の提供が充実していること

研修や職業訓練等の能力開発機会が充実していること

就労後のフォローなど職場と支援機関のサポート・連携が

十分であること

円滑・良好なコミュニケーションが取れるような体制があること

その他

特にない

不明・無回答

今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

(％)
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差別されたり、いやな思いをしたことがあるかについてみると、「ない」が 55.6％と最も高く、次いで「たま

にある」が 25.0％、「よくある」が 5.6％となっており、前回調査と比較すると「ない」人の割合が減少してい

ることがわかります。 

年齢別にみると、[20～29 歳][30～39 歳]では「たまにある」、その他の年齢では「ない」が最も高くな

っています。 

障害種別にみると、[療育]では「たまにある」、[発達障害]では「ない」「たまにある」、［高次脳機能障害］

を除く、その他の区分では「ない」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

55.6 

67.1 

25.0 

15.4 

5.6 

3.7 

13.9 

13.8 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

ない たまにある よくある 不明・無回答

(％)
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災害時に一人で避難できるかについてみると、「できる」が 34.3％と最も高く、次いで「できない」が

31.0％、「わからない」が 25.9％となっており、前回調査と比較すると「できる」人の割合が減少しているこ

とがわかります。 

年齢別にみると、[20～29 歳][30～39 歳]では「できない」、[40～49 歳]では「できる」「できない」、

［80 歳以上］を除く、その他の年齢では「できる」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[身体]では「できる」、[精神]では「わからない」、その他の区分では「できない」が最

も高くなっています。 

 

 

 

  

34.3 

41.3 

31.0 

33.2 

25.9 

22.5 

8.8 

3.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

できる できない わからない 不明・無回答

(％)
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い
る

い
な
い

わ
か
ら
な

い

不
明
・
無

回
答

    25.0   30 .6   33 .8     10.6

 18～19歳（n=1）        0.0        0.0  100.0        0.0

 20～29歳（n=16）     18.8   31 .3   43 .8       6.3

 30～39歳（n=14）   28 .6   57 .1     14.3        0.0

 40～49歳（n=24）   29 .2   37 .5     16.7     16.7

 50～59歳（n=29）   31 .0   34 .5     27.6       6.9

 60～69歳（n=44）   29 .5     22.7   38 .6       9.1

 70～79歳（n=77）     20.8   29 .9   39 .0     10.4

 80歳以上（n=7）   14 .3   14 .3   57 .1     14.3

 身体（n=151）     27.8   29 .8   31 .8     10.6

 療育（n=54）     24.1   27 .8   33 .3     14.8

 精神（n=37）       8.1   43 .2   35 .1     13.5

 難病（n=21）     19.0   38 .1   28 .6     14.3

 発達障害（n=22）     13.6   40 .9   27 .3     18.2

 高次脳機能障害（n=3）        0.0        0.0   66 .7     33.3

単位：％

 全体（n=216）

年
齢
別

障
害
種

別

 

家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所にあなたを助けてくれる人はいるかについてみると、「わ

からない」が 33.8％と最も高く、次いで「いない」が 30.6％、「いる」が 25.0％となっており、前回調査と比

較すると「不明・無回答」の割合が増加していることがわかります。 

年齢別にみると、[30～39 歳][40～49 歳][50～59 歳]では「いない」、その他の年齢では「わからな

い」が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[身体][療育]では「わからない」、［高次脳機能障害］を除く、その他の区分では「い

ない」が最も高くなっています。 

 

 

  

25.0 

30.2 

30.6 

31.2 

33.8 

34.6 

10.6 

4.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

いる いない わからない 不明・無回答

(％)
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今後、障害者福祉に必要だと思うことについてみると、「障害のある人やその保護者等からの相談に応

じ、情報の提供や助言などを行うこと」が 25.0％と最も高く、次いで「いろいろな活動（趣味や交流など）の

場があること」が 24.1％、「障害のある人等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障

害のある人や、その家族等が地域で行う様々な取り組みを支援すること」が 21.8％となっています。 

前回と比較すると、「会社などに就職ができるように就職先を多くすること(もっと就職ができやすくするこ

と)」の割合が減少し、「障害のある人やその保護者等からの相談に応じ、情報の提供や助言などを行うこ

と」「不明・無回答」の割合が増加していることがわかります。 

年齢別にみると、[20～29 歳][30～39 歳]では「会社などに就職ができるように就職先を多くすること

(もっと就職ができやすくすること)」、［40～49 歳］［60～69 歳］では「障害のある人やその保護者等から

の相談に応じ、情報の提供や助言などを行うこと」、[50～59 歳]では「今よりももっと障害施設などの工賃

の水準を引き上げること」、[70～79 歳]では「地域住民等が障害や障害のある人への理解を深めること」

が最も高くなっています。 

障害種別にみると、[身体]では「地域住民等が障害や障害のある人への理解を深めること」、[療育]で

は「いろいろな活動(趣味や交流など)の場があること」、［高次脳機能障害］を除く、その他の区分では「障

害のある人やその保護者等からの相談に応じ、情報の提供や助言などを行うこと」が最も高くなっていま

す。 

 

 

 

19.0 

15.3 

24.1 

20.8 

21.8 

25.0 

7.9 

10.2 

12.0 

4.6 

27.3 

30.2 

21.1 

25.8 

25.8 

24.8 

23.5 

7.4 

13.1 

14.8 

4.0 

19.1 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0

会社などに就職ができるように就職先を多くすること

（もっと就職ができやすくすること）

今よりももっと障害施設などの工賃の水準を引き上げること

いろいろな活動（趣味や交流など）の場があること

地域住民等が障害や障害のある人への理解を深めること

障害のある人等が自立した日常生活や社会生活を営むことができる

よう、障害のある人や、その家族等が地域で行うさまざまな取り組み

を支援すること

障害のある人やその保護者等からの相談に応じ、情報の提供や

助言などを行うこと

成年後見制度を利用しやすくすること

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のある人への

意思疎通の支援を充実すること

障害のある人への虐待防止の取り組み

その他

不明・無回答

今回調査（n=216）

前回調査（n=298）

(％)
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会
社
な
ど
に
就
職

が
で
き
る
よ
う
に
就
職
先
を

多
く
す
る
こ

と
（

も
っ

と
就
職

が
で
き
や
す
く
す
る
こ
と
）

今
よ
り
も
も
っ

と

障
害
施
設
な
ど
の
工
賃
の
水

準
を
引
き
上

げ
る
こ
と

い
ろ
い
ろ
な
活
動
（

趣
味
や
交
流
な
ど
）

の
場

が
あ
る
こ
と

地
域
住
民
等
が
障

害
や
障
害
の
あ
る
人
へ
の
理

解
を
深
め
る

こ
と

障
害
の
あ
る
人
等

が
自
立
し
た
日
常
生
活
や
社

会
生
活
を
営

む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、

障
害
の
あ
る
人
や
、

そ
の
家
族
等

が
地
域
で
行
う
さ

ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
支
援

す
る
こ
と

障
害
の
あ
る
人
や

そ
の
保
護
者
等
か
ら
の
相
談

に
応
じ
、

情

報
の
提
供
や
助
言

な
ど
を
行
う
こ
と

成
年
後
見
制
度
を

利
用
し
や
す
く
す
る
こ
と

聴
覚
、

言
語
機
能
、

音
声
機
能
、

視
覚
そ
の
他

の
障
害
の
あ

る
人
へ
の
意
思
疎

通
の
支
援
を
充
実
す
る
こ
と

障
害
の
あ
る
人
へ

の
虐
待
防
止
の
取
り
組
み

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

    19.0     15.3   24.1     20.8     21.8   25 .0       7.9     10.2     12.0       4.6     27.3

 18～19歳（n=1）  100.0        0.0        0.0        0.0        0.0  100.0        0.0        0.0  100 .0        0.0        0.0

 20～29歳（n=16）   43.8   37.5     31.3       6.3     18.8     31.3     18.8        0.0     12.5       6.3     18.8

 30～39歳（n=14）   35.7       7.1     14.3     14.3   28 .6     14.3     14.3     14.3       7.1        0.0     28.6

 40～49歳（n=24）     20.8     12.5     16.7     20.8   33 .3   37 .5       4.2       4.2     16.7       4.2     16.7

 50～59歳（n=29）   31.0   34.5     27.6     27.6     24.1     17.2       6.9     13.8       3.4       6.9     13.8

 60～69歳（n=44）     13.6     11.4   29.5     18.2     18.2   34 .1       6.8       6.8     11.4       4.5     34.1

 70～79歳（n=77）       9.1       9.1   23.4   24 .7     19.5     22.1       7.8     14.3     15.6       3.9     29.9

 80歳以上（n=7）     14.3     14.3   28.6   28.6   28.6        0.0        0.0     14.3        0.0     14.3     28.6

 身体（n=151）     15.2     11.3     23.8   25 .8     22.5   25 .2       5.3     11.9     12.6       4.6     29.1

 療育（n=54）     18.5   24.1   29.6     11.1     14.8     22.2     20.4       7.4       9.3       1.9     25.9

 精神（n=37）     27.0     18.9   29.7     13.5     24.3   35 .1       2.7       2.7       8.1       5.4     24.3

 難病（n=21）        0.0     14.3     14.3   23 .8     19.0   33 .3        0.0       9.5   23 .8       4.8     33.3

 発達障害（n=22）     18.2     13.6   27.3       4.5     18.2   40 .9     13.6       4.5     13.6       4.5     31.8

 高次脳機能障害（n=3）        0.0        0.0   33.3        0.0        0.0   33 .3   33 .3   33 .3   66 .7        0.0     33.3

単位：％

 全体（n=216）

年
齢
別

障
害
種
別
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障害の状況について、診断・判定を受けた頃、ご家族にあった苦労、悩み、不安についてみると、「障

害のことや福祉の制度についての情報が少なかった」が 50.0％と最も高く、次いで「身近に相談できる相

手がいなかった」が 33.3％、「相談機関がわからなかった」が 27.8％となっています。 

前回と比較すると、「子どもの介護・介助の手助けがほしかった」「不明・無回答」の割合が大きく増加し

ていることがわかります。 

 

  

50.0 

33.3 

27.8 

22.2 

22.2 

11.1 

22.2 

16.7 

0.0 

11.1 

0.0 

16.7 

60.4 

29.2 

35.4 

31.3 

25.0 

14.6 

10.4 

14.6 

4.2 

10.4 

8.3 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

障害のことや福祉の制度についての情報が少なかった

身近に相談できる相手がいなかった

相談機関がわからなかった

福祉保健所や市役所、あるいは病院などの専門機関でもっと指導し

てほしかった

適切な療育施設がほしかった

適切な医療機関がほしかった

子どもの介護・介助の手助けがほしかった

家族が働いているため、仕事上に問題が生じた

医療費に悩んだ

その他

特にない

不明・無回答

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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相談するのは誰（どこ）かについてみると、「家族・親戚」「保育園・幼稚園・学校の教職員」「医師・病院

（ソーシャルワーカー・看護師・カウンセラー・臨床心理士）」が 72.2％と最も高く、次いで「利用しているサ

ービス事業所」「相談支援事業所（障害者の総合的な相談、障害福祉サービスの利用計画作成などを

行う事業所）」が 44.4％、「友人・知人」「公的機関の職員（市役所、福祉保健所、児童相談所、療育福

祉センターなど）」が 38.9％となっています。 

前回と比較すると、「家族・親戚」「保育園・幼稚園・学校の教職員」「医師・病院（ソーシャルワーカー・

看護師・カウンセラー・臨床心理士）」「利用しているサービス事業所」「公的機関の職員（市役所、福祉

保健所、児童相談所、療育福祉センターなど）」「相談支援事業所（障害者の総合的な相談、障害福祉

サービスの利用計画作成などを行う事業所）」の割合が大きく増加していることがわかります。 

 

 

   

72.2 

38.9 

72.2 

72.2 

44.4 

38.9 

0.0 

16.7 

5.6 

44.4 

0.0 

5.6 

5.6 

0.0 

0.0 

62.5 

41.7 

54.2 

66.7 

22.9 

20.8 

0.0 

25.0 

0.0 

18.8 

4.2 

4.2 

0.0 

0.0 

8.3 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

家族・親戚

友人・知人

保育園・幼稚園・学校の教職員

医師・病院（ソーシャルワーカー・看護師・

カウンセラー・臨床心理士）

利用しているサービス事業所

公的機関の職員（市役所、福祉保健所、児童相談所、療育福祉セン

ターなど）

民生委員・児童委員

同じ悩みや障害をもつ子の保護者

ボランティア・ＮＰＯの職員

相談支援事業所（障害者の総合的な相談、障害福祉サービスの利用

計画作成などをおこなう事業所）

子育て支援センター

その他

相談するところがわからない

相談するところがない

不明・無回答

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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66.7 

55.6 

44.4 

33.3 

27.8 

5.6 

66.7 

5.6 

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれる

信頼できる相談者がいる

身近な場所で相談できる窓口がある

インターネットでの相談ができる

電話での相談を充実する

ファクシミリや福祉電話の貸付サービスを行う

ちょっとしたことでも相談に応じてくれる

その他

特にない

不明・無回答

全体（n=18）

相談しやすい体制をつくるために必要なことについてみると、「曜日や時間に関係なく、いつでも相談に

応じてくれる」「ちょっとしたことでも相談に応じてくれる」が 66.7％と最も高く、次いで「信頼できる相談者が

いる」が 55.6％、「身近な場所で相談できる窓口がある」が 44.4％となっています。 

 

 

   



34 

 

お子さんと一緒に、またはお子さんが一人で外出時に困ったり不便に感じたりすることについてみると、

「保護者以外の介助者や付き添いがいない」「自分の意思を伝えたり、コミュニケーションをとることが難し

い」が 44.4％と最も高く、次いで「移動中の乗り物や、店、施設の中で落ち着いて過ごすことが難しい」が

33.3％、「歩道・道路、出入口に段差がある」が 27.8％となっています。 

前回と比較すると、「保護者以外の介助者や付き添いがいない」ことに不便を感じる人の割合が大きく

増加していることがわかります。 

 

 

  

27.8 

16.7 

16.7 

44.4 

11.1 

11.1 

16.7 

33.3 

44.4 

5.6 

22.2 

11.1 

0.0 

8.3 

8.3 

2.1 

12.5 

10.4 

6.3 

4.2 

18.8 

50.0 

0.0 

6.3 

29.2 

2.1 

 0.0  20.0  40.0  60.0

歩道・道路、出入口に段差がある

階段の昇降が困難である

手すりがない

保護者以外の介助者や付き添いがいない

移動の手段がない

お子さんが使えるトイレがない

電車・バス・タクシー・自家用車等の乗降が困難である

移動中の乗り物や、店、施設の中で落ち着いて過ごすことが難しい

自分の意思を伝えたり、コミュニケーションをとることが難しい

（車イス対応などの）福祉タクシーが利用しにくい

その他

特にない

不明・無回答

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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通園・通学で困っていることについてみると、「一人では通えない」が 43.8％と最も高く、次いで「特にな

い」が 25.0％、「先生の配慮や生徒たちの理解が得られない」が 18.8％となっています。 

前回と比較すると、「一人では通えない」人の割合が大きく増加していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

  

12.5 

43.8 

12.5 

0.0 

6.3 

18.8 

0.0 

0.0 

6.3 

25.0 

6.3 

12.8 

15.4 

10.3 

2.6 

5.1 

12.8 

2.6 

2.6 

12.8 

43.6 

2.6 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0

保育園や幼稚園、学校までの距離が遠い

一人では通えない

保育園や幼稚園での活動や学校の授業についていけない

トイレなどの設備が障害者に配慮されていない

学校内・園内での介助や支援が十分でない

先生の配慮や生徒たちの理解が得られない

医療的ケア（吸引・導尿など）が受けられない

スクールカウンセラーなどの相談体制が十分でない

その他

特にない

不明・無回答
今回調査（n=16）

前回調査（n=39）

(％)



36 

 

ご本人（お子さん）が必要な支援についてみると、「放課後の見守り（放課後児童クラブなど）支援」が

61.1％と最も高く、次いで「身近な場所で専門的な療育支援が受けられること」が 55.6％、「保育士等の

加配」「通学や通園の援助」が 50.0％となっています。 

前回と比較すると、「通学や通園の援助」「放課後の見守り（放課後児童クラブなど）支援」の割合が大

きく増加していることがわかります。 

 

 

 
 

 

27.8 

44.4 

50.0 

38.9 

38.9 

27.8 

50.0 

61.1 

44.4 

33.3 

55.6 

27.8 

22.2 

0.0 

33.3 

31.3 

37.5 

18.8 

33.3 

25.0 

8.3 

10.4 

18.8 

22.9 

8.3 

35.4 

14.6 

0.0 

0.0 

45.8 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

障害の早期発見・早期療育の仕組みづくり

就学前から学校卒業まで、一貫して継続した支援の仕組みづくり

保育士等の加配

加配保育士や学校教職員の資質向上

身近な相談窓口の整備

保護者や子ども同士の交流の場づくり

通学や通園の援助

放課後の見守り（放課後児童クラブなど）支援

夏休みなどの長期休暇中の支援

身近な場所で短期入所や日中一時支援などの

サービスが受けられること

身近な場所で専門的な療育支援が受けられること

地域住民の理解や支え合う仕組みづくり

保育、学校で医療的ケアが受けられること

その他

不明・無回答

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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家族等が必要な支援についてみると、「就学前から学校卒業まで、一貫して継続した支援の仕組みづ

くり」「身近な場所で専門的な療育支援が受けられること」が 83.3％と最も高く、次いで「夏休みなどの長

期休暇中の支援」が72.2％、「保育士等の加配」「身近な相談窓口の整備」「放課後の見守り（放課後児

童クラブなど）支援」が 66.7％となっています。 

前回と比較すると、「保育士等の加配」「通学や通園の援助」「放課後の見守り（放課後児童クラブなど）

支援」「保育、学校で医療的ケアが受けられること」の割合が大きく増加していることがわかります。 

 

 
 

 

61.1 

83.3 

66.7 

61.1 

66.7 

38.9 

61.1 

66.7 

72.2 

44.4 

83.3 

44.4 

38.9 

0.0 

0.0 

58.3 

64.6 

25.0 

58.3 

56.3 

29.2 

18.8 

35.4 

56.3 

31.3 

60.4 

35.4 

0.0 

0.0 

8.3 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

障害の早期発見・早期療育の仕組みづくり

就学前から学校卒業まで、一貫して継続した支援の仕組みづくり

保育士等の加配

加配保育士や学校教職員の資質向上

身近な相談窓口の整備

保護者や子ども同士の交流の場づくり

通学や通園の援助

放課後の見守り（放課後児童クラブなど）支援

夏休みなどの長期休暇中の支援

身近な場所で短期入所や日中一時支援などのサービスが受けられる

こと

身近な場所で専門的な療育支援が受けられること

地域住民の理解や支え合う仕組みづくり

保育、学校で医療的ケアが受けられること

その他

不明・無回答

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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11.1 11.1 44.4 11.1 5.6 5.6 11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=18）

入所施設で暮らしたい

グループホームや福祉ホームで暮らしたい

家族や親戚と暮らしたい

一人で暮らしたい

わからない

その他

不明・無回答

% % % % % % 

差別と感じたり、いやな思いをしたことがあるかについてみると、「たまにある」が 55.6％と最も高く、次い

で「ない」「よくある」が 22.2％となっており、前回調査と比較すると「たまにある」人の割合が増加している

ことがわかります。 

 

 

 

につ

将来ずっと暮らし続ける場所についてみると、「家族や親戚と暮らしたい」が 44.4％と最も高く、次いで

「入所施設で暮らしたい」「グループホームや福祉ホームで暮らしたい」「一人で暮らしたい」が 11.1％、

「わからない」が 5.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22.2 

58.3 

55.6 

33.3 

22.2 

6.3 

0.0 

2.1 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

ない たまにある よくある 不明・無回答
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今後必要だと思うことについてみると、「会社などに就職ができるように就職先を多くすること（もっと就

職ができやすくすること）」が 61.1％と最も高く、次いで「障害のある人等が自立した日常生活や社会生活

を営むことができるよう、障害のある人や、その家族等が地域で行うさまざまな取り組みを支援すること」

が 38.9％、「今よりももっと障害施設などの工賃の水準を引き上げること」「障害のある人への虐待防止の

取り組み」が 27.8％となっています。 

前回と比較すると、「グループホームや入所施設など居住系サービスを充実させること」の割合が大き

く増加していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・高校入学へのハードルを下げてほしい 

・将来に向けての対策が取れるようセミナーに参加したい 

・学校等に障害児のサポート全般に詳しい人材の配置 

 

61.1 

27.8 

22.2 

22.2 

11.1 

38.9 

22.2 

11.1 

5.6 

27.8 

0.0 

11.1 

72.9 

20.8 

4.2 

31.3 

25.0 

35.4 

35.4 

8.3 

4.2 

18.8 

0.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

会社などに就職ができるように就職先を多くすること

（もっと就職ができやすくすること）

今よりももっと障害施設などの工賃の水準を引き上げること

グループホームや入所施設など居住系サービスを充実させること

いろいろな活動（趣味や交流など）の場があること

地域住民等が障害や障害のある人への理解を深めること

障害のある人等が自立した日常生活や社会生活を営むことができる

よう、障害のある人や、その家族等が地域で行うさまざまな取り組み

を支援すること

障害のある人やその保護者等からの相談に応じ、情報の提供や

助言などを行うこと

成年後見制度を利用しやすくすること

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のある人への

意思疎通の支援を充実すること

障害のある人への虐待防止の取り組み

その他

不明・無回答
今回調査（n=18）

前回調査（n=48）

(％)
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19.4 41.9 18.7 9.4 

1.9 

6.1 2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=310）

大いに関心がある 少しは関心がある どちらともいえない

あまり関心がない まったく関心がない わからない

不明・無回答

52.6 7.4 37.7 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=310）

あると思う ないと思う わからない 不明・無回答

73.6 

36.2 

54.6 

8.6 

11.0 

11.7 

44.8 

23.9 

31.3 

1.8 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80%

仕事や収入

教育の場

人間関係

冠婚葬祭

スポーツ・趣味の活動

地区の行事・集まり

まちなかでの視線

店などでの応対・態度

交通機関の利用

その他

不明・無回答

全体（n=163）

障害者福祉への関心度についてみると、「少しは関心がある」が 41.9％と最も高く、次いで「大いに関

心がある」が 19.4％、「どちらともいえない」が 18.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある方に対する差別や偏見についてみると、「あると思う」が 52.6％と最も高く、次いで「わからな

い」が 37.7％、「ないと思う」が 7.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

差別や偏見があると思う時についてみると、「仕事や収入」が 73.6％と最も高く、次いで「人間関係」が

54.6％、「まちなかでの視線」が 44.8％となっています。 
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40.6 57.1 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=310）

ある ない 不明・無回答

13.5 

54.2 

9.0 

1.9 

0.6 

1.3 

9.4 

18.1 

8.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障害者(児)との交流活動に参加したい

身近にいる障害者(児)に対して、できる範囲の手助けをしたい

ボランティア活動をしたい

ホームヘルパーなど福祉に関する仕事をしたい

住まいなどの場所を提供したり、経済的な援助をしたい

就職や結婚のお世話をしたい

その他

特にかかわりたくない

不明・無回答

全体（n=310）

61.3 

34.2 

18.7 

7.7 

53.2 

3.5 

13.2 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80%

安否確認の声かけ

話し相手・相談相手

買い物など家事の手伝い

通院などの外出の手伝い

災害時の手助け

その他

特に何もしない・できない

不明・無回答

全体（n=310）

日常生活の中で、障害のある方に手助けをしたことの有無についてみると、「ない」が 57.1％と、「ある」

の 40.6％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある方とかかわるとすれば、どのような形でかかわりたいと思うかについてみると、「身近にいる障

害者(児)に対して、できる範囲の手助けをしたい」が 54.2％と最も高く、次いで「特にかかわりたくない」が

18.1％、「障害者（児）との交流活動に参加したい」が 13.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近所に障害のある方の介助・介護などで困っている家庭があった場合、どのような手助けができると思

うかについてみると、「安否確認の声かけ」が61.3％と最も高く、次いで「災害時の手助け」が53.2％、「話

し相手・相談相手」が 34.2％となっています。 
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4.2 23.9 36.8 30.0 5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=310）

参加したい どちらかといえば参加したい

どちらかといえば参加したくない 参加したいとは思わない

不明・無回答

参
加
し

た
い

ど
ち
ら

か
と
い
え

ば
参
加

し

た
い

ど
ち
ら

か
と
い
え

ば
参
加

し

た
く
な

い

参
加
し

た
い
と
は

思
わ
な

い

不
明
・

無
回
答

     4.2     23.9   36 .8   30 .0      5.2

 19歳以下（n=6）   16 .7   50 .0   16 .7   16 .7       0.0

 20～29歳（n=14）       0.0   28 .6     21.4   50 .0       0.0

 30～39歳（n=27）      3.7     18.5   40 .7   33 .3      3.7

 40～49歳（n=57）      5.3   33 .3   42 .1     17.5      1.8

 50～59歳（n=46）      2.2   37 .0   32 .6     26.1      2.2

 60～64歳（n=27）      3.7     18.5   40 .7   37 .0       0.0

 65歳以上（n=132）      4.5     15.9   36 .4   33 .3      9.8

 身近にいる（n=165）      6.1   26 .1   38 .8     24.8      4.2

 身近にはいない（n=124）      1.6     22.6   34 .7   36 .3      4.8

 知らない、わからない（n=20）      5.0     15.0   30 .0   40 .0     10.0

単位：％

 全体（n=310）

年
齢

別

身
近

な
障
害

者
の

有
無
別

今後の障害者(児)の福祉関係のボランティア活動への参加意向についてみると、「どちらかといえば参

加したくない」が 36.8％と最も高く、次いで「参加したいとは思わない」が 30.0％、「どちらかといえば参加し

たい」が 23.9％となっています。 

年齢別にみると、［20～29 歳］では「参加したいとは思わない」、［50～59 歳］では「どちらかといえば参

加したい」、［19 歳以下］を除く、その他の年齢では「どちらかといえば参加したくない」が最も高くなってい

ます。 

身近な障害者の有無別にみると、［身近にいる］では「どちらかといえば参加したくない」、その他の区分

では「参加したいとは思わない」が最も高くなっています。 
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49.8 

36.2 

40.6 

27.5 

5.3 

16.4 

3.9 

11.1 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事や家事が忙しいから

健康に自信がないから

専門的な技術や資格を持っていないから

福祉の専門職の人にまかせた方がよいと思うから

本来、行政がやるべきだと思うから

おせっかいになるような気がするから

障害者(児)の問題に関心がないから

その他

不明・無回答

全体（n=207）

仕

事

や

家
事
が

忙

し

い
か

ら

健

康

に

自
信
が

な

い

か
ら

専

門

的

な
技
術

や

資

格
を

持
っ

て

い

な

い

か
ら

福

祉

の

専
門
職

の

人

に
ま

か

せ
た

方

が

よ

い
と
思

う

か

ら

本

来
、

行
政
が

や

る

べ
き

だ

と
思

う

か

ら

お

せ
っ

か
い
に

な

る

よ
う

な

気
が

す

る

か

ら

障

害

者

(

児

)

の

問

題
に

関

心
が

な

い

か

ら

そ

の

他

不

明

・

無
回
答

  49.8     36.2   40 .6     27.5       5.3     16.4       3.9     11.1       0.5

 19歳以下（n=2）  100 .0     50.0  100.0     50.0        0.0        0.0        0.0        0.0        0.0

 20～29歳（n=10）   70 .0     20.0     30.0   40 .0     10.0     30.0     10.0        0.0        0.0

 30～39歳（n=20）   75 .0     20.0   40 .0     20.0     10.0     10.0       5.0     20.0        0.0

 40～49歳（n=34）   76 .5       5.9   38 .2     14.7       2.9     17.6       2.9       8.8        0.0

 50～59歳（n=27）   63 .0     33.3   48 .1     29.6        0.0     22.2       3.7     11.1        0.0

 60～64歳（n=21）   66 .7     38.1   47 .6     14.3        0.0       9.5        0.0       9.5        0.0

 65歳以上（n=92）     23.9   52 .2   38 .0     34.8       7.6     16.3       4.3     12.0       1.1

 身近にいる（n=105）   57 .1     32.4   45 .7     24.8       4.8     15.2       2.9       9.5        0.0

 身近にはいない（n=88）   45 .5   38 .6     35.2     30.7       4.5     17.0       5.7     11.4       1.1

 知らない、わからない（n=14）     35.7   50 .0   42 .9     21.4     14.3     14.3        0.0     14.3        0.0

単位：％

 全体（n=207）

年

齢
別

身

近
な

障
害

者

の
有

無
別

 

活動に参加したくない理由についてみると、「仕事や家事が忙しいから」が 49.8％と最も高く、次いで

「専門的な技術や資格を持っていないから」が 40.6％、「健康に自信がないから」が 36.2％となっていま

す。 

年齢別にみると、［65 歳以上］では「健康に自信がないから」、その他の年齢では「仕事や家事が忙し

いから」が最も高くなっています。 

身近な障害者の有無別にみると、［知らない、わからない］では「健康に自信がないから」、その他の区

分では「仕事や家事が忙しいから」が最も高くなっています。 
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37.4 

38.7 

9.4 

25.8 

2.6 

8.7 

9.4 

17.4 

1.6 

0.3 

4.8 

1.0 

1.0 

16.5 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新聞・雑誌・本

テレビ・ラジオ

インターネット（市のＨＰなど）

市の広報・パンフレット

市役所窓口

学校・職場

施設・病院

家族・友人・知人

民生・児童委員

福祉団体・サークル活動

社会福祉協議会

福祉保健所

その他

特にない

不明・無回答

全体（n=310）

障害者福祉に関する情報の入手先についてみると、「テレビ・ラジオ」が 38.7％と最も高く、次いで「新

聞・雑誌・本」が 37.4％、「市の広報・パンフレット」が 25.8％となっています。 
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38.1 

30.3 

33.5 

18.7 

23.5 

28.4 

3.9 

6.8 

16.8 

11.6 

7.1 

36.1 

30.3 

13.9 

7.7 

20.3 

2.6 

2.3 

7.7 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

駅や電車、バスなど公共交通機関等の階段（段差）の

多さ、改札口の狭さ

歩道の狭さや自転車の放置、電柱など障害物の多さ

道路の段差や傾斜

建物の入り口の段差やドア、店舗内の通路の狭さ

障害者の利用に配慮したトイレの少なさ

障害児教育に対応できる学校や、教師、指導者の少なさ

入試や就職試験等における、点訳や音声の使用など

障害者への配慮の不足

資格や免許の取得などにおける不必要な欠格条項

障害者の雇用に対する企業や官公署の取り組みの不足

盲導犬や介助犬とともに利用できない施設があること

点字や文字放送、音声案内の使用が拡大しないなど、

情報アクセスの制約

障害や障害のある人に対する無関心

心ない言葉や視線

子ども扱いするなど、相手を対等とみなさない態度

犯罪と障害を簡単に結びつける短絡的な発想

いじめや性的嫌がらせの対象にするなど、人格や尊厳を

認めない態度

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（n=310）

 
社会的障壁の除去に向けた、特に大きな課題についてみると、「駅や電車、バスなど公共交通機関等

の階段（段差）の多さ、改札口の狭さ」が 38.1％と最も高く、次いで「障害や障害のある人に対する無関

心」が 36.1％、「道路の段差や傾斜」が 33.5％となっています。 
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44.2 

33.2 

28.1 

19.0 

4.8 

4.2 

19.0 

11.6 

9.4 

13.5 

10.3 

17.1 

11.0 

12.3 

2.3 

5.5 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

何でも安心して相談できる窓口をつくる

福祉サービス利用の手続きを簡単にする

福祉に関する情報が入りやすいようにする

保健や福祉にかかわる専門的な人を育てる

参加しやすいスポーツ・サークル・文化活動の場をつくる

色々なボランティア活動へ支援する

在宅で生活や介助がしやすいように、保健・医療・

福祉サービスを増やす

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設を整備する

障害のある方が地域でともに学べる保育・教育を進める

職業訓練に力を入れたり、働ける場所を増やし就労環境を

改善する

障害の有無にかかわらず、住民同士が触れ合う機会や

場をつくる

道路・建物・交通などのバリアフリー化を進め、

利用しやすくする

災害時にスムーズに避難できるしくみをつくる

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動を進める

その他

わからない

不明・無回答

全体（n=310）

障害のある方にとって住みやすいまちをつくるために、今後どのようなことが特に重要だと思うかについ

てみると、「何でも安心して相談できる窓口をつくる」が 44.2％と最も高く、次いで「福祉サービス利用の手

続きを簡単にする」が 33.2％、「福祉に関する情報が入りやすいようにする」が 28.1％となっています。 

 

◆  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

47 

31.3 

6.3 

18.8 

25.0 

6.3 

18.8 

25.0 

18.8 

6.3 

0.0

37.5 

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

障害者に適した業務の創出

他の従業員の障害に対する理解の促進

人間関係の構築や仲間意識の醸成等

コミュニケーションに関すること

職場等で体調不良やパニック等になったときの対応

急な欠勤や遅刻・早退などの際の状況確認などの対応

他の従業員の負担が増えたこと

業務指導等のために選任の従業員を配置する必要があること

職場環境の整備や設備の更新など

通勤及び移動手段の確保

特にない

その他

不明・無回答

全体（n=16）

障害のある方を雇用して困ったことや負担に感じたことについてみると、「特にない」が 37.5％と最も高

く、次いで「障害者に適した業務の創出」が 31.3％、「コミュニケーションに関すること」「他の従業員の負

担が増えたこと」が 25.0％となっています。 
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62.1 

51.7 

37.9 

48.3 

51.7 

51.7 

31.0 

37.9 

13.8 

13.8 

27.6 

17.2 

0.0

0.0

6.9 

0% 20% 40% 60% 80%

体力面や健康面の状況

就労意欲、仕事に対する熱意

障害・難病の種別や程度

業務遂行能力・スキル

コミュニケーション能力

障害特性と作業内容のマッチング

理解力・判断力

誠実さ

社内における支援者の配置可否

家族の協力

外部の関係機関の連携

本人の詳細な情報提供

企業トップの理解

その他

不明・無回答

全体（n=29）

障害のある方を雇用するにあたってどのようなことを重視するかについてみると、「体力面や健康面の

状況」が 62.1％と最も高く、次いで「就労意欲、仕事に対する熱意」「コミュニケーション能力」「障害特性

と作業内容のマッチング」が 51.7％、「業務遂行能力・スキル」が 48.3％となっています。 

 

◆  
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58.6 

34.5 

62.1 

37.9 

55.2 

44.8 

34.5 

20.7 

31.0 

44.8 

27.6 

13.8 

10.3 

0.0

3.4 

0% 20% 40% 60% 80%

体力面や健康面の維持

就労継続意欲、仕事に対する熱意

周囲の社員の理解

業務遂行能力・スキル

周囲の社員との人間関係の形成

障害に応じた作業の切り出し

作業手順の整理

業務スピードへの配慮

社内における支援者の配置

コミュニケーションの支援

外部の関係機関の連携

社員教育の仕組みづくり

企業トップの理解

その他

不明・無回答

全体（n=29）

 

障害のある方が長く勤務し続けるために必要なサポートについてみると、「周囲の社員の理解」が

62.1％と最も高く、次いで「体力面や健康面の維持」が 58.6％、「周囲の社員との人間関係の形成」が

55.2％となっています。 
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37.9 

27.6 

24.1 

3.4 

37.9 

34.5 

17.2 

3.4 

13.8 

34.5 

17.2 

6.9 

17.2 

10.3 

24.1 

6.9 

6.9 

0% 10% 20% 30% 40%

障害者に適した職務がない

障害者雇用のノウハウが乏しい

ニーズに合う知識・技能を有する人材がいない

職場の従業員の理解を得るのが難しい

施設・設備等の環境が整備されていない

障害者をサポートする余裕がない

就労意欲・作業態度が不安

障害者雇用について経営陣の理解が得られるかどうか

仕事中に問題を起こしたときの対応に困りそう

採用時に適性、能力を十分把握できるか

雇用継続が困難な場合の受け皿があるか

仕事以外の生活面等への問題への対応をどうするか

何ができるかわからないので、適した職場を開拓できない

職場内での人間関係が上手く構築できない

職場の安全面の配慮が適切にできない

その他

不明・無回答

全体（n=29）

障害のある方を雇用するにあたっての課題や制約についてみると、「障害者に適した職務がない」「施

設・設備等の環境が整備されていない」が 37.9％と最も高く、次いで「障害者をサポートする余裕がない」

「採用時に適性、能力を十分把握できるか」が 34.5％、「障害者雇用のノウハウが乏しい」が 27.6％とな

っています。 
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44.8 

41.4 

31.0 

27.6 

41.4 

13.8 

34.5 

17.2 

13.8 

3.4 

6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職業能力の把握

関係者同士の情報交換

実習・職場体験前の訓練の充実

実習・職場体験の助成金の充実

職業指導・カウンセリングの充実

相談窓口の充実

就労支援員の派遣

障害理解のための勉強会

特にない

その他

不明・無回答

全体（n=29）

実習や職場体験の受け入れが可能となる支援についてみると、「職業能力の把握」が 44.8％と最も高

く、次いで「関係者同士の情報交換」「職業指導・カウンセリングの充実」が 41.4％、「就労支援員の派遣」

が 34.5％となっています。 
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・教育課程を終えた障害のある児童の地域生活へのつなぎが不十分 

 

・障害のある方の働ける場所が少ない（農福連携について消極的） 

・就労体験できる企業等が少ない 

・障害疑い等のきわめて軽度な知的障害などの方への支援 

 

・連携体制の不足（家族への支援が必要なケースが少なからずあるが、相談支援専門員が抱えがちであり、ど

こに相談して誰と連携したら解決されるのかが分かりにくい） 

 

・障害のある方本人への支援はあっても家族に対する支援が少ない 

・相談場所、家族への支援、サービスが増えてほしい 

・高齢家族による介助の現状、親亡き後への懸念 

 

・夜間や休日含む 365 日 24 時間いつでも相談できる所が増えてほしい 

・委託相談支援事業所が総合相談窓口としてどのように機能しているのか分からない 

 

・災害時における支援 

・精神障害のある方のグループホーム等支援が少ない（高齢になっても安心して利用できるグループホー

ムが必要） 

・一人暮らし希望者への支援不足（サテライト型グループホームを無期限に） 

・ひきこもりはサービスにつながりにくい 

・金銭面での支援   



 

53 

 

地域共生社会のために、特に何が重要だと思うかについてみると、「何でも安心して相談できる窓口をつ

くる」が４件と最も高く、次いで「福祉サービス利用の手続きを簡単にする」「職業訓練に力を入れたり、働

ける場所を増やし就労環境を改善する」「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動を進める」が２

件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

4 

2 

1 

0 

1 

0 

0 

0 

1 

2 

1 

0 

1 

2 

2 

0 

0 

 0  2  4  6

何でも安心して相談できる窓口をつくる

福祉サービス利用の手続きを簡単にする

福祉に関する情報が入りやすいようにする

保健や福祉にかかわる専門的な人を育てる

参加しやすいスポーツ・サークル・文化活動の場をつくる

色々なボランティア活動へ支援する

在宅で生活や介助がしやすいように、保健・医療・福祉サービスを

増やす

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設を整備する

障害のある方が地域でともに学べる保育・教育を進める

職業訓練に力を入れたり、働ける場所を増やし就労環境を改善す

る

障害の有無にかかわらず、住民同士が触れ合う機会や場をつくる

道路・建物・交通などのバリアフリー化を進め、利用しやすくする

災害時にスムーズに避難できるしくみをつくる

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動を進める

その他

わからない

不明・無回答

全体（n=6）
(件)
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第２章 

計画の基本的な考え方 
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障害のある方の特性や障害への正しい理解を深め、差別や偏見のない地域社会の実現をめざします。ボラン

ティア活動などを活性化させ、地域での支えあいの仕組みづくりを行うことで、市民同士での支えあう意識を向上

させます。加えて、障害のある方の尊厳を保持するための取組や、市内事業者に対する合理的配慮の普及・拡

大、情報アクセシビリティの向上などにも取り組みます。 

 

本市において増加傾向にある特別な支援を要する子どもたちとその家族の地域生活を支えるため、障害の特

性や発達段階に応じた支援の仕組みづくりをめざします。各種健診や、保護者や保育・教育施設、保健医療

機関と連携を強化し、障害の早期発見・早期療育を推進します。 

また、就学前から就学後、卒業後までを見据え、関係機関の連携のもと、相談・保育・療育・特別支援教育

など、切れ目のない伴走型の支援の推進に取り組みます。 

 

保健・医療やスポーツ・レクリエーション活動などの視点から、心身の健康の維持・増進に向けた健康づくり・医

療体制整備をめざします。早期発見のためのこころの健康相談含む健康相談や健康診査、保健活動に取り組

むとともに、その中で難病患者等への支援や精神保健・医療の充実に向けた関係機関との連携も図ります。 

また、通院・入院にかかる医療費の負担軽減等、障害の特性に応じた適切な支援にも取り組みます。 

 

障害の有無にかかわらず、個人の希望に応じて地域での様々な活動参加や移動、就労ができるまちづくりをめ

ざします。就労の機会づくりや定着・継続に向けた支援に取り組むとともに、社会参加に向けた日中活動・余暇

活動、団体活動の支援と移動手段の確保にも取り組みます。 

 

障害の状態や個々のライフステージ等に応じて必要となる生活基盤の整備や、相談等サービス提供が行える

支援体制づくりを進め、障害のある方が住み慣れた地域で自立し、安心して暮らせるまちをめざします。生活支

援や相談支援体制の整備、バリアフリー等のハード整備、防災・防犯等の環境整備に取り組みます。   
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基本目標 基本理念 施策展開 
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第３章 

第４次障害者計画の内容 
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第４章 

第７期障害福祉計画・ 

第３期障害児福祉計画 

の内容 
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第５章 

計画の進行 
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かがみの育成園 

障害者支援施設 白ゆり 

放課後等デイサービス すきっぷ 

中央東福祉保健所 

香美市教育委員会 

香美市健康推進課 

香美市福祉事務所 

自立支援協議会（部会） 

・相談支援部会・就労支援部会・こども支援部会 
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資料編 
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基本目標 部門 施策の取組状況 施策の課題 評価 

３ 

生涯を支え

る健康づく

り・医療を

めざして 

１ 

健康 づくり

の推進 

・健康に関する相談について来所や電

話で対応。 

・各種検診において、相談窓口等につ

いてチラシを配布し周知。 

・ファミリースポーツフェスティバ

ル、グランドゴルフ大会の開催。 

・高知県障害者スポーツ大会参加への

支援 

・難病の方等の支援について中央東福

祉保健所と連携し、訪問、健康相談

の実施 

・庁内関係機関と連携し、それ

ぞれの機関の役割の中でで

きる啓発活動が必要。 

・相談窓口周知の限局、固定化。 

・災害時等を踏まえた難病等の

方の地区担当エリアでの把

握。 

概ね 

２ 

医療･障害の

軽減 への支

援 

・自立支援医療、福祉医療の給付。 

・制度について市広報、ホームページ

で周知。 

・日常生活用具、補装具の給付。 

・転出・転入等による関係部署

との連携が必要。 

・障害者手帳の交付が条件の場

合、取得までの間、自己負担

となるケースがある。 

・担当職員の補装具、日用生活

用具等について、種目に対す

る専門的な知識が必要。 

概ね 

４ 

いきいきと

社会参加で

きるまちを

めざして 

１ 

社会 参加の

促進 

・香美市芸術祭文化展の開催。 

・入館料の減免 

・地域活動支援センター事業の実施。 

・あったかふれあいセンター事業によ

る集いの場の提供。 

・移動支援事業の実施。自動車改造や

運転免許取得に要する経費の一部助

成。 

・福祉タクシー利用券の交付による障

害者の通院の支援。 

・広報香美の音訳版の無料配布。 

・手話奉仕員養成講座の開催。手話通

訳者や要約筆記者の派遣。 

・選挙における投票所の整備及び郵便

投票の周知。 

・公共交通機関、有料道路の割引制度

の周知。 

・香美市身体障害者連盟に対する補助

金。 

・障害の有無にかかわらず相互

に理解を深める機会の確保。 

・診断はないが発達障害の特性

や就学、就職の行詰まりから

引きこもりや生きづらさを

抱えているケースに対する

手立てがない。 

・あったかふれあいセンター

は、より地域のニーズに応じ

た運営が求められる。 

・各制度についての周知が必

要。 

・運転免許取得について、体調

面等で取得に至らないケー

スがある。 

・団体構成員の高齢化、減少傾

向にある。 

概ね 

２  就労支

援の充実 

・障害者就業 

・生活支援センターとの連携。 

・障害者就労施設と連携し、公共団体

への受注促進。 

・就労についてのニーズの把握

や就労先の確保。 
概ね 

５ 

住み慣れた

地域で自立

して安心し

て暮らせる

まちをめざ

して 

１  総合的

な相 談支援

体制の充実 

・委託による相談支援事業の実施。 

・身体・知的障害者相談員による相談

受付を実施。 

・市内指定特定相談事業所連絡会を開

催。 

・専門部会の実施。 

・相談支援専門員の不足 

・身体・知的障害者相談員への

相談が少ない。 

・地域課題の抽出、協議ができ

ていない。 

概ね 

２  情報提

供体 制やコ

ミュ ニケー

ショ ン支援

の充実 

・見やすさ、文字の大きさに配慮した

ホームページの作成。声の広報の発

行。 

・意思疎通支援事業の実施。手話奉仕

員養成研修の実施。 

・利用者が少ない。 

・制度の周知不十分。 

不十分 
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基本目標 部門 施策の取組状況 施策の課題 評価 

５ 

住み慣れた

地域で自立

して安心し

て暮らせる

まちをめざ

して 

３ 

生活 支援の

充実 

・相談支援事業所連絡会により指定特

定相談支援事業所との連携強化。 

・年金制度、障害児福祉手当等各種手

当制度や心身障害者扶養共済制度の

周知。 

・ホームページや広報による制度周

知。 

・市内特定相談支援事業所につ

いて、支援員不足により利用

者受入れ困難。 

・パンフレットの配布等周知が

必要。 

概ね 

４ 

住民 参加の

促進 

・ボランティア育成研修会の開催。 

・香美市社会福祉協議会が実施するボ

ランティア活動事業費の補助。 

・ボランティア参加者の高齢

化、新規参加者少ない。若年

層への周知が必要。 不十分 

５ 

住み よさを

支え る快適

な環 境の整

備 

・住宅改修、住宅改造の費用一部助成。 

・都市公園の手すり新設、改修を実施。 

・道路、歩道の段差解消、白線の補修

を実施。 

・借家の場合利用できない。 

・財源の確保。 

・区画線については、市内全域

で補修が必要な状況であり、

整備が追い付かない。 
概ね 

６ 

安心・安全な

環境の整備 

・家具転倒防止対策の推進で購入及び

取付に対する費用の補助。 

・災害時避難行動要支援者を対象に個

別避難行動支援計画の策定を推進。 

・福祉避難所の指定・確保のための協

定。 

・「Net119 緊急通報システム」の周知。 

・交通安全教室の実施。 

・駅駐輪場に、はみ出しの注意喚起看

板の設置や整理員の配置。 

・市広報、ホームページや講習

会で周知しているが実施件

数が伸びていない。 

・放置自転車の問題など利用者

のモラル。 
概ね 
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中 央 東 圏 域 

 

 
人  数 うち、65歳以上 

 率  率 

圏域内の人口 113,823  40,507 35.6% 

身体障害者手帳交付者数 6,912 6.07% 5,507 79.7% 

 療育手帳交付者数 1,142 1.00% 172 15.1% 

 精神障害者 

保健福祉手帳交付者数 
1,042 0.92% 204 19.6% 

（参考）自立支援医療（精神通院）受給者証交付件数 1,990 人 

 

１ 現 状 等 

 

（１） 圏域の現状と課題 

 

○ 平野部にある３市と中山間地域に位置する嶺北４町村では、利用者数やサービス

の供給体制などに大きな差が見られます。 

 

○ 南国、香南、香美の３市では、障害福祉サービス事業所は比較的多いですが、一

方で、新たな利用希望者の受け入れが困難な状況も見られ、サービス事業所（通所

系・訪問系・居住系）全般で、利用者の障害特性の多様化や高齢化への対応が課題

となっています。 

嶺北地域は、通所サービス、訪問系サービスともに事業所が限られており、また

移動手段の確保も難しい状況があります。さらに、事業所の整備や介護保険施設・

事業所の基準該当事業所としての利用など、身近な地域でのサービスの提供体制の

確保が課題となっています。 

 

○ 就労支援については、農福連携を含め多様な就労先の確保や職場定着に向け

て、市町村と教育（特別支援学校等）、労働分野等との連携の体制づくりが課題

となっています。 
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○ 他の圏域と比べてグループホーム等居住系サービスの整備は進んでいますが、

体験利用等のニーズや、増加している新規の利用ニーズ等への対応が困難な状況

にあります。今後も、新たに利用を希望する人が見込まれることから、事業所等

と連携しながら、更に整備を進めていく必要があります。 

 

○ 特別支援学校等の卒後進路選択等にともない、重度の障害のある人の受け入れ

先を確保することが困難なケースが見られます。その背景には、利用者の障害特

性の多様化及び複雑化と相まって、事業所側のサービス受入体制や支援者等の人

材確保と育成が課題となっていることが考えられます。 

 

○ 児童発達支援や放課後等デイサービスの利用ニーズは年々増えてきています。圏

域内に事業所も増えてきていますが、利用ニーズが充足できているとは言えない状

況にあります。 

今後も、新たに利用を希望する人が見込まれることから、身近なところでの事業

所整備等を進めていく必要があります。 
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（２） 圏域内の指定障害福祉サービス等の提供基盤の状況 

 

 

 

 

 

 

（３） 圏域内の在宅生活等への移行等の目標 

 

① 福祉施設入所者の在宅生活等への移行 

項 目 目 標 値 備  考 

在宅生活等への移行者数 ８人 
第６期計画の目標値：４人 

令和５年７月末時点の実績：７人 

令和８年度末入所者数 191 人 
第６期計画の目標値：191 人 

令和４年度末時点の実績：196 人 

   

香 美 市

香 南 市

土 佐 町

大川村
本山町

大 豊 町

・訪問系サービス事業所　１ヶ所

・就労継続支援Ｂ型事業所

　　　１ヶ所　定員10名

・計画相談支援事業所　1ヶ所

・障害児相談支援事業所　1ヶ所

・訪問系サービス事業所　１ヶ所

・就労継続支援Ｂ型事業所

　　　１ヶ所　定員20名

・計画相談支援事業所　1ヶ所
・障害児相談支援事業所　1ヶ所

・訪問系サービス事業所　１ヶ所

・生活介護事業所　1ヶ所　定員50人

・就労継続支援Ｂ型事業所　2ヶ所　定員20人

・短期入所事業所　2ヶ所
・共同生活援助事業所　4ヶ所　定員24人

・施設入所支援事業所　1ヶ所　定員50人

・計画相談支援事業所　1ヶ所

・一般相談支援事業所　1ヶ所
・障害児相談支援事業所　1ヶ所

（グループホーム）

・訪問系サービス事業所　４ヶ所

・基準該当（居宅介護）　１ヶ所
・共生型生活介護事業所　1ヶ所

・基準該当（生活介護）　１ヶ所

・生活介護事業所　4ヶ所　定員166人

・自立訓練（生活訓練）事業所　1ヶ所　定員6人

・就労継続支援Ａ型事業所　1ヶ所　定員40人
・就労継続支援Ｂ型事業所　2ヶ所　定員44人

・短期入所事業所　2ヶ所

・共同生活援助事業所　27ヶ所　定員156人

・施設入所支援事業所　2ヶ所　定員110人
・計画相談支援事業所　4ヶ所

・一般相談支援事業所　1ヶ所

・児童発達支援事業所　2ヶ所　定員20人

・放課後等デイサービス事業所　4ヶ所　定員40人

・保育所等訪問支援事業所　1ヶ所
・障害児相談支援事業所　3ヶ所

（グループホーム）

・訪問系サービス事業所　5ヶ所

・生活介護事業所　5ヶ所　定員220人
・共生型生活介護事業所　1ヶ所

・就労継続支援Ａ型事業所　3ヶ所　定員40人

・就労継続支援Ｂ型事業所　8ヶ所　定員164人

・短期入所事業所　６ヶ所

・共同生活援助事業所　12ヶ所　定員60人

・施設入所支援事業所　2ヶ所　定員140人

・計画相談支援事業所　6ヶ所

・一般相談支援事業所　1ヶ所

・児童発達支援事業所　1ヶ所　定員5人
・児童発達支援センター　1ヶ所　定員20人

・放課後等デイサービス事業所　6ヶ所　定員55人

・保育所等訪問支援事業所　3ヶ所

・福祉型障害児入所施設　1ヶ所

・医療型障害児入所施設　1ヶ所
・障害児相談支援事業所　5ヶ所

南 国 市

（グループホーム）

・訪問系サービス事業所　5ヶ所

・生活介護事業所　3ヶ所　定員100人
・共生型生活介護事業所　2ヶ所

・就労移行支援事業所　1ヶ所　定員6人

・就労継続支援Ａ型事業所　1ヶ所　定員10人

・就労継続支援Ｂ型事業所　3ヶ所　定員44人

・就労定着支援事業所　1ヶ所
・短期入所事業所　1ヶ所

・共同生活援助事業所　5ヶ所　定員26人

・施設入所支援事業所　1ヶ所　定員60人

・計画相談支援事業所　2ヶ所
・一般相談支援事業所　1ヶ所

・児童発達支援事業所　2ヶ所　定員20人

・放課後等デイサービス事業所　4ヶ所　定員40人

・保育所等訪問支援事業所　3ヶ所

・障害児相談支援事業所　2ヶ所

（グループホーム）
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② 福祉施設利用者の一般就労への移行 

項 目 目 標 値 備  考 

令和８年度における福祉施設から

一般就労へ移行する人の数 
13 人 

第６期計画の目標値：16 人 

令和４年度の実績：８人 

令和８年度における就労移行支援

事業を利用して福祉施設から一般

就労へ移行する人の数 

７人 令和４年度の実績：５人 

令和８年度における就労継続支援

Ａ型事業を利用して福祉施設から

一般就労へ移行する人の数 

４人 令和４年度の実績：３人 

令和８年度における就労継続支援

Ｂ型事業を利用して福祉施設から

一般就労へ移行する人の数 

２人 令和４年度の実績：０人 

令和８年度における就労移行支援

事業等を利用して福祉施設から一

般就労へ移行する人で就労定着支

援事業を利用する人の数 

７人  

 

 

（４） 圏域内市町村の障害福祉サービスの見込量等 

① 訪問系サービス 

サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

居 宅 介 護 

1,397 

時間/月 

1,396 

時間/月 

1,489 

時間/月 

1,585 

時間/月 

1,664 

時間/月 

1,742 

時間/月 

103 人 97 人 101 人 104 人 109 人 114 人 

重度訪問介護 

197 

時間/月 

278 

時間/月 

350 

時間/月 

382 

時間/月 

382 

時間/月 

382 

時間/月 

４人 ４人 ５人 ５人 ５人 ５人 

行 動 援 護 

－ 

時間/月 

１ 

時間/月 

２ 

時間/月 

８ 

時間/月 

８ 

時間/月 

８ 

時間/月 

－ 人 １人 １人 ３人 ３人 ３人 

同 行 援 護 

129 

時間/月 

150 

時間/月 

144 

時間/月 

148 

時間/月 

148 

時間/月 

148 

時間/月 

６人 ７人 ９人 ９人 ９人 ９人 

※ 利用実績は、各年度欄に括弧で記載する月の利用実績 
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② 日中活動系サービス 

サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

生 活 介 護 

6,649 

人日/月 

7,094 

人日/月 

6,815 

人日/月 

7,071 

人日/月 

7,177 

人日/月 

7,306 

人日/月 

325 人 328 人 334 人 353 人 358 人 364 人 

自 立 訓 練 

（機能訓練） 

111 

人日/月 

66 

人日/月 

82 

人日/月 

108 

人日/月 

108 

人日/月 

108 

人日/月 

５人 ３人 ４人 ５人 ５人 ５人 

自 立 訓 練 

（生活訓練） 

212 

人日/月 

141 

人日/月 

147 

人日/月 

162 

人日/月 

162 

人日/月 

105 

人日/月 

11 人 ８人 ９人 ９人 ９人 ６人 

就労選択支援 － 人 － 人 － 人 － 人 ６人 ６人 

就労移行支援 

203 

人日/月 

226 

人日/月 

130 

人日/月 

280 

人日/月 

300 

人日/月 

269 

人日/月 

11 人 13 人 ７人 17 人 18 人 16 人 

就労継続支援 

（ Ａ 型 ） 

1,444 

人日/月 

1,593 

人日/月 

1,386 

人日/月 

1,411 

人日/月 

1,388 

人日/月 

1,363 

人日/月 

74 人 78 人 72 人 74 人 72 人 71 人 

就労継続支援 

（ Ｂ 型 ） 

5,501 

人日/月 

5,821 

人日/月 

5,542 

人日/月 

5,889 

人日/月 

6,064 

人日/月 

6,239 

人日/月 

309 人 315 人 322 人 337 人 647 人 357 人 

就労定着支援 ５人 ４人 ４人 ６人 ６人 10 人 

療 養 介 護 47 人 47 人 46 人 47 人 46 人 45 人 

短 期 入 所 

【福祉型】 

72 

人日/月 

120 

人日/月 

192 

人日/月 

219 

人日/月 

255 

人日/月 

291 

人日/月 

９人 15 人 23 人 33 人 39 人 45 人 

短 期 入 所 

【医療型】 

46 

人日/月 

72 

人日/月 

53 

人日/月 

64 

人日/月 

64 

人日/月 

64 

人日/月 

10 人 16 人 14 人 14 人 14 人 14 人 

※ 利用実績は、各年度欄に括弧で記載する月の利用実績   



139 

③ 居住系サービス 

サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

自立生活援助 － 人 － 人 － 人 １人 １人 ２人 

共同生活援助 

（グループホーム） 
189 人 208 人 213 人 225 人 234 人 243 人 

施設入所支援 195 人 198 人 197 人 194 人 193 人 192 人 

※ 利用実績は、各年度欄に括弧で記載する月の利用実績 

 

④ 指定相談支援サービス 

サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

計画相談支援 280 人/月 272 人/月 196 人/月 216 人/月 217 人/月 218 人/月 

地域移行支援 － 人/月 － 人/月 － 人/月 ３人/月 ３人/月 ４人/月 

地域定着支援 － 人/月 － 人/月 － 人/月 ３人/月 ３人/月 ３人/月 

※ 利用実績は、各年度欄に括弧で記載する月の利用実績 

 

⑤ 障害児通所支援等 

サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

児童発達支援 

405 

人日/月 

537 

人日/月 

425 

人日/月 

 

 

470 

人日/月 

 

 

480 

人日/月 

 

 

506 

人日/月 

80 人 89 人 65 人 

医  療  型 

児童発達支援 

５ 

人日/月 

11 

人日/月 

９ 

人日/月 86 人 

 

88 人 

 

94 人 

 ２人 ３人 ３人 

放 課 後 等 

デイサービス 

2,518 

人日/月 

2,806 

人日/月 

3,039 

人日/月 

3,312 

人日/月 

3,612 

人日/月 

3,977 

人日/月 

185 人 210 人 238 人 318 人 345 人 377 人 

保 育 所 等 

訪 問 支 援 

63 

人日/月 

94 

人日/月 

117 

人日/月 

130 

人日/月 

140 

人日/月 

152 

人日/月 

44 人 73 人 85 人 80 人 86 人 93 人 
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サービス種別 

利用実績 利用見込 

３年度 

(4年 3月) 

４年度 

(5 年 3月) 

５年度 

(5 年 7月) 

６年度 

見込量 

７年度 

見込量 

８年度 

見込量 

居宅訪問 型 

児童発達支援 

－ 

人日/月 

－ 

人日/月 

－ 

人日/月 

－ 

人日/月 

－ 

人日/月 

－ 

人日/月 

－ 人 －  人 － 人 － 人 － 人 － 人 

障害児相談支援 112 人 118 人 79 人 92 人 104 人 116 人 

※ 利用実績は、各年度欄に括弧で記載する月の利用実績 

 

 

 

２ 必要なサービスの供給体制の整備 

（１） 日中活動系サービス 

サービス 

種  別 

圏域内定員

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

生 活 介 護 536 人 

圏域内事業所利用見込者数 525 人 525 人 525 人 

定員を超える利用見込数 － － － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － － 

自 立 訓 練 

(機能訓練) 
－ 

圏域内事業所利用見込者数 － － － 

定員を超える利用見込数 （５人） （５人） （５人） 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
（１ヶ所） － － 

自 立 訓 練 

(生活訓練) 
６人 

圏域内事業所利用見込者数 ３人 ２人 ２人 

定員を超える利用見込数 － － － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － － 

就労移行支援 ６人 

圏域内事業所利用見込者数 ８人 13 人 ８人 

定員を超える利用見込数 ２人 ５人 － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
１ヶ所 － － 
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サービス 

種  別 

圏域内定員

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

就労継続支援 

( Ａ 型 ) 
90 人 

圏域内事業所利用見込者数 88 人 87 人 87 人 

定員を超える利用見込数 － － － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － － 

就労継続支援 

( Ｂ 型 ) 
302 人 

圏域内事業所利用見込者数 340 人 344 人 352 人 

定員を超える利用見込数 38 人 ４人 ８人 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
１ヶ所 １ヶ所 － 

 

サービス 

種  別 

圏域内事業所数

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

短 期 入 所 11 ヶ所 
圏域内事業所利用見込者数 76 人 81 人 86 人 

定員を超える利用見込数 （76 人） （81 人） （86 人） 

   ※「定員を超える利用見込数」の（ ）は、「圏域内事業所利用見込者数」が見込まれる場合に

は、その見込者数を、見込みがない場合には、圏域内市町村のサービス利用見込者数 

 

（２） 居住系サービス 

サービス 

種  別 

圏域内定員

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

共同生活援助 

（グループホーム） 
266 人 

圏域内事業所利用見込者数 233 人 237 人 240 人 

定員を超える利用見込数 － － － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － － 

 

（３） 障害児通所支援等 

サービス 

種  別 

圏域内定員

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

児童発達支援 65 人 

圏域内事業所利用見込者数(Ａ) 73 人 76 人 81 人 

１日あたりの利用見込者数 

（月６回利用）Ａ×6/22 日 
20 人 21 人 22 人 

定員を超える利用見込数 － － － 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － － 
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サービス 

種  別 

圏域内定員

(5 年 7 月末現在) 
項  目 ６年度 ７年度 ８年度 

放 課 後 等 

デイサービス 
135 人 

圏域内事業所利用見込者数(Ａ) 186 人 215 人 245 人 

１日あたりの利用見込者数 

（週３回利用）Ａ×3/5 日 
111 人 129 人 147 人 

定員を超える利用見込数 － － 12 人 

整 備 が 必 要 と 

見 込 ま れ る 事 業 所 数 
－ － ２ヶ所 

 

 

３ 今後の取り組み 

 

（１） サービス提供体制の充実 

 

○ 障害特性の多様化や重度化、高齢化などにより増加が見込まれる訪問系サービスのほか、短

期入所やグループホームについては、利用者のニーズや利用量等を把握し、市町村と事業所の

連携を図りながらサービスの充実に取り組んでいきます。 

一方でサービス利用に至らない障害のある人も少なからずみられるため、保健・医療・福祉

などの関係者と連携し、障害のある人が身近な地域で安心して生活することができるよう、連

携支援体制の整備に努めます。 

 

○ 市町村や社会福祉協議会、就労支援事業所、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と

連携しながら、障害のある人が就労しやすい環境整備に取り組んでいきます。 

 

○ 嶺北地域では、身近なところでサービスが受けられるよう、事業所への通所手段の確保支援、

介護保険施設・事業所の基準該当事業所としての利用や他分野等と連携、あったかふれあいセ

ンター事業の利用等を促進するなどして、サービスの提供体制を確保します。 

 

○ 障害児通所支援については、児童発達支援や放課後等デイサービス等の利用ニーズを充足す

るために、保育所や学校、放課後児童クラブ、障害児通所支援事業所等と市町村との連携を進

めるとともに、サービス提供体制の整備への支援や支援者の資質向上を推進します。 

 

○ 重度の障害があっても、できるだけ身近な場所でサービスを受けられるよう、市町村や各関

係事業所と連携しつつ、サービス提供体制や人材確保の対策を支援します。 
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（２） 住まいの場の確保 

 

○ 今後、グループホームの利用者が更に増加すると見込まれることから、市町村とともに、事

業所等への働きかけや施設整備の補助制度などを活用して、グループホームの整備を進めます。 

 

（３） 地域における支援体制の充実 

 

○ 嶺北地域は、各町村がそれぞれ個別課題に取り組むとともに、４町村共同設置の自立支援協

議会で広域の共通課題について検討することができるよう支援していきます。 

 

○ 南国、香南、香美の３市は、それぞれの自立支援協議会で個別課題に取り組むとともに、一市

では解決できない共通課題の解決に向けた広域的な協議検討を支援していきます。 

 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福祉などの関係

者と連携し、障害のある人の地域生活に必要な支援の整備に向けた体制整備を行います。 

 

○ 障害のある子どもやその保護者の多様化するニーズを踏まえ、地域の中で成長できるよう、

保健・医療・福祉・教育の各関係機関が連携した切れ目のない支援体制づくりに取り組みます。 
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